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果を分けたのかは明確ではない。本稿は，人種
的ゲリマンダリングに関する最高裁判例の展開
を追い，特に，合憲となるための要素をある程
度明確にしようとするものである。
１．人種的ゲリマンダリングへの道程
合衆国において人種的マイノリティを選挙過
程から排除するべく様々な制度が用いられてき
たことは既に広く知られている。２０歳になった
時点で自動的に投票権が与えられる我が国と異
なり，有権者登録を必要とする合衆国では，人
頭税の納付や読み書きテスト等の制度が，特に
人種差別の激しかった南部諸州を中心に有権者
登録を阻む目的で実施された。こうしたハード
ルを越えることができた人種的マイノリティは
ごく僅かで，彼らの有権者登録率は長い間低い
状態に留まっていた。このようないわば「投票
所までの差別」は，修正14,15条を根拠に是正
が行われてきた。1964年に人頭税の禁止を定め
た合衆国憲法修正24条が制定され，さらに1965
年に連邦議会によって投票権法が制定される
と，差別は劇的に解消され，有権者の数は大幅
はじめに
長い黒人差別の歴史を持つ合衆国では，差別
解消のために様々な措置がとられてきたが，単
に差別を解消する（＝いわゆる機会の平等の保
障）にとどまらず，政府や企業，教育機関など
が人種的マイノリテイに積極的な支援策を講じ
るべきか（＝結果の平等の保障）については，
現在でも鋭い意見の対立が見られる(1)。黒人を
選挙過程から排除するための諸制度や，区割り
を操作して黒人有権者を締め出す行為が違法で
あることは自明である。しかし，黒人を中心と
した人種的マイノリティを優遇するような選挙
区（以下，マイノリティ多数選挙区）をつくる
ことも，違法な人種的ゲリマンダリングとして
非難されるべきなのか。合衆国連邦最高裁（以
下，最高裁）はこの問題について，1993年の
Ｓｈａｗｖ・Reno判決(2)以降，人種的ゲリマンダ
リングが人種による区分を禁止する合衆国憲法
修正14条に違反すると判示してきた。しかしな
がら，一部の判決においては，結果的にマイノ
リテイに有利となる区割りを合憲としており，
一見したところでは，何が合憲と違憲という結に増加していった。投票権法の規定は，その後
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の改正を経て，適用範囲と期間をさらに広げ現
在に至っている。
者を当選させることができない。上記の例で，
非マイノリティとマイノリティの有権者比率が
３：２であるような場合を想定すると，マイノ
リティがマイノリテイ系候補者に投票して選挙
結果に人種比率が反映されるならば，当選者３
人の中に少なくとも１人のマイノリティ系候補
者が含まれることになる筈にもかかわらず，３
人全てを非マイノリティ系候補者で占めること
が可能である。
しかしながら，このような人種的な投票力の
希釈（racialvotedilution）も，主に修正14条
と投票権法を根拠とした訴訟の対象となり，状
況は徐々に改善されていく。特に1986年の
Thornburgv・Gingles判決において，最高裁
は，①小選挙区において多数を形成するのに十
分な数のマイノリティがいて，地理的にまとま
っている，②マイノリティグループが政治的に
密着している，③白人のマジョリティが，マイ
ノリティが好む候補者をいつも落選させるよう
に集団で投票している，という要件が満たされ
た場合，人種的投票力の希釈を禁じる投票権法
２条違反となるという「三要件テスト」を確立
した(4)。そしてその救済案として，人種的投票
力の希釈が認定された地域では，小選挙区制を
採用し，その選挙区内において，人種的マイノ
リティが人口の過半数を占めるような区割りを
採用すべきだとされたのである(5)。
1.1投票力の希釈概念の生成
一方，1960年代にBakervCarr判決(3)を噴
矢とする一連の議員定数不均衡違憲判決が最高
裁によって下されると，立候補や投票そのもの
は可能なのに，依然として選挙過程において恒
常的に不利な立場におかれるグループの存在が
問題となった。すなわち，人口の移動に応じた
選挙区の再編成が行われなかったために，例え
ば同じ選挙で，ある選挙区では１万票で当選を
果たす一方で他の選挙区では３万票を得ながら
落選するという事態が生じたのである。このよ
うな有権者の投票力の希釈（votedilution）を
生じさせる制度は，最高裁が生み出した「１人
ｌ票の原則（onepersononevoteprinciple)」
に従って，各選挙区の人口を同数にすることに
よって一応の解決をみた。
1.2人種的な投票力の希釈
ところで１人ｌ票の原則は選挙区内の人口の
みを問題にしていたから，現実の社会に存在す
る諸集団間の投票力の平等を求めたわけではな
かった。また，人種的マイノリティに対する差
別の観点からすると選挙制度そのものの差別性
も問題であった。中でも，かつての我が国の中
選挙区制のように，1つの選挙区から複数の候
補者を選出する「複数議席選挙区制度（multi-
memberdistrictsystem)」の差別性が注目さ
れた。例えば５人の候補者の中から３人の議員
を選出する場合，我が国では有権者は１票だけ
を投じるため，候補者が多くなればなるほど，
当選ラインが下がり事実上比例代表に近い結果
となる。ところが合衆国においては３人選出の
選挙では有権者が３票を投じるために，理論的
には小選挙区制と同様の問題，すなわち，５１％
以上の票を得た者が全てを制するという現象が
生じる。この場合，有権者人口の点で劣位にあ
る人種的マイノリティは，自らが支持する候補
1.3救済案の性質
翻って考えてみると，人種的投票力の希釈
は，人種的マイノリティの読み書き能力や人頭
税の支払い状態に関係なく，そのグループに属
しているという「身分」に基づき投票力が希釈
されている。つまり投票力の希釈は，身分に基
づき観念されるものであるから，集団に対する
差別である。他方で，人種的な投票力の希釈の
場合，投票の機会そのものは否定されていな
い。例えば読み書きテストは，有権者登録時で
の差別行為，つまり機会の差別であるのに対し
て，投票力の希釈というのは，結果において差
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2.1ＳｈａｗｖＲｅｎｏ判決と以降の展開
ノースキャロライナ州は，1990年の国勢調査
の結果により人口の増加が認められ，それに従
い，合衆国下院議員を1人多く割り当てられる
こととなり，区割りの改定を行った。その際２
つの選挙区がマイノリティ多数選挙区となり，
特に，第12選挙区が極めて異様な形となった。
第12選挙区に入れられた白人有権者は，この選
挙区を違憲の人種的ゲリマンダリングであると
して訴訟を提起した。実は，十分な注目が払わ
れていないが，本件が地裁に係属している時に
既に，当該選挙区の形が全米で最も奇妙なも
の(7)と形容されるようになったのは，隣接す
る選挙区の現職候補者の当選を確実にしようと
いう配慮も一因だったことが言及されてい
た(8)。すなわち現職候補の支持者をある選挙区
に囲い込みつつ，第12選挙区のマイノリティ人
口を増やすという２つの目的を同時に達成する
ために，ノースキャロライナ州の州際道路沿い
に分散して居住していたマイノリテイを含めた
ために，道路に沿った細長い形の選挙区となっ
たのである。しかし最高裁は，「その形が極め
て異常で，人種を理由に有権者を分離しようと
したとしか見なし得ないような選挙区は，厳格
審査の対象となる」と述べ，事件を地裁に差戻
した。
最高裁がＳｈａｗ判決で選挙区の形の異様さ
に注目したことによって，形を理由として厳格
審査を行うことが可能なのか，等の多くの議論
が巻き起こった。連邦であれ州であれ，政府の
行為が憲法違反かどうかを判断する際に裁判所
が厳格審査を行うと，事実上それは違憲判決と
同じ意味を持っていた。そのため，厳格審査が
行われるのかどうかは，区割りを作成した州を
代表とする訴訟関係者にとって重大な関心事で
あった。厳格審査が適用されると，人種を理由
に市民を区分することが，州の非常に重要な利
益（compellinginterest）のために必要で，州
のとった行為が，その利益の達成に密接に結び
つけられた（narrowlytailoredtoachieve
別効果が現れるものである。すなわち人種的な
投票力に対する救済は，集団としての人種的マ
イノリティに結果を保障しようとするものとな
った。これは，権利主体を集団ではなく個人で
あるとし，平等保護の対象は結果の保障ではな
く機会の保障であるとする，従来の憲法学の理
解とは異なる性格のものであった。
1.4連邦司法省の活動
こうした救済案の利用を積極的に勧めたのは
連邦司法省であった。司法省は，投票権法の規
定に従い，南部諸州を中心として，過去に選挙
過程における人種差別が行われていた地域を特
定し（同４条)，その地域が，投票力の希釈も
含めて，人種的マイノリテイに不利な結果とな
るような変更を禁じていた（同２条ａ項)。こ
れらの地域が選挙制度や区割り等を変更，また
は改定する場合，それがマイノリティに不利な
ものとなっていないことを司法長官が確認し，
事前承認を得なければならない（同５条)。合
衆国は１０年毎に国勢調査を行っているが，各州
では，1990年に行われた国勢調査の結果を反映
させた，連邦下院議員数の割当ての変更や，そ
れに対応した区割りの改定が90年以降必要とな
った。この時司法省は，特に指定した地域に対
して，三要件テストとそれが示した救済案を反
映させた区割り，すなわちマイノリティ多数選
挙区の増設を行わない限り，区割りの改定に必
要な事前承認を与えないという態度をとった。
90年代にマイノリティ多数選挙区が多く作られ
たのはこうした背景によるものだった(6)。
２．人種的ゲリマンダリングと厳格審査
９０年代の人種的ゲリマンダリングの事例と
は，以上のように，人種的マイノリティを「優
遇するべく」作られた選挙区の合憲性に関する
訴訟のことをさすのが一般的である。こうした
訴訟の口火を切ったのは，1993年のShawv
Reno判決であった。
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thatgoal）ものであることを州が証明しなけ
ればならない。
一方最高裁は，Ｓｈａｗ判決の２年後，ジョー
ジア州のマイノリティ多数選挙区が問題となっ
たMillervJohnson判決(9)において，厳格審
査が行われるのは「区割り過程において，人種
が支配的で最重要の基準となっている場合」で
あると述べた。Ｓｈａｗ判決で注目された形の異
様さは「人種が最重要の基準であったことを示
す証拠の１つとなる」として，Ｓｈａｗ判決の趣
旨を再構成した上で，当該選挙区はやはり違憲
の人種的ゲリマンダリングの産物であるとした。
このMiller判決で述べられた意見は，Ｓｈａｗ
判決が地裁に差戻された後に再び最高裁にあが
ってきたShawMHunt判決（以下，Ｓｈａｗｌｌ
判決)('０)においても確認された。そしてノース
キャロライナ州の第12選挙区に厳格審査を行っ
た上で，最高裁は結論として，この選挙区は州
の非常に重要な利益の達成に密接に結びつけら
れていないとして違憲と判示した。このMiller
テストとも言うべき基準は現在もなお有効であ
り，ShawII判決と同曰に下されたBushvVera
判決においても，テキサス州の３つのマイノリ
ティ多数選挙区をこのテストを用いて違憲と判
示した('1)。
る，新しいタイプの救済策を拒否したことによ
って，差別の是正という大きな目標の達成を阻
む結果となったのである。さらに，批判を大き
くしたのは，最高裁が，厳格審査を適用しつつ
も，厳格審査に適うような州の利益について明
確に述べなかったことである。区割り案を作成
する州は，マイノリティ多数選挙区を作成しな
ければ司法長官からの事前承認を得られず，作
成すれば白人有権者から訴訟を提起されてき
た。それを審理する最高裁は，区割りにおいて
人種を利用することが一律に違憲となるのでは
ないとしながらも，合憲となる条件について示
さず，実際には違憲判決を出し続けて，州を八
方塞がりの状況に追い込んだ。
2.2.1投票権法２条，５条の遵守
まず州が抗弁としてあげたのは投票権法の巡
守であった。すなわち，連邦法たる投票権法
は，改定された区割り案がマイノリティに不利
になることを禁じており，その審査権限を司法
長官に与えている。従って事前承認制度を盾
に，マイノリティ多数選挙区を作成せよとせま
る司法長官の要請をいれることは，州にとっ
て，厳格審査にも適う非常に重要な利益になる
と抗弁した。しかし，最高裁は，Ｓｈａｗ判決の
翌年には既に，マイノリテイ多数選挙区を作成
するかどうか，作成するとして何個作るべきか
について投票権法は要求していないし基準も設
けていないと述べた。そして，投票権法違反と
なるのは，現行の区割り案と改定後の区割り案
を比較した場合に，マイノリテイの地位の退行
が生じている場合に限定されるとした('3)。さ
らに翌年，前掲Miller判決では，司法長官が
マイノリティ多数選挙区を作成せよと要請する
ことについても，そのような解釈は投票権法の
解釈からは導かれないと述べた(M)。
2.2.2過去の差別の救済
次にあげられたのが過去の人種差別を救済す
るという目的である。しかしこの抗弁は，先例
に従って，あっさりと退けられた。すなわち，
過去の差別を救済する場合には，①その差別行
2.2州の対応
以上のように，「区割りにおいて人種が最重
要の基準となり｣，「有権者を人種によって分離
しようとしたとしか見なし得ない」場合，厳格
審査を行った上で，マイノリティ多数選挙区を
違憲と判示する，というのが90年代の人種的ゲ
リマンダリング訴訟の大きな流れと言える。た
だしこの流れに対する批判がなかったわけでは
なく，むしろ最高裁の立場にはかなりの批判が
起こった('2)。既に述べたように，マイノリテ
ィ多数選挙区の作成という救済策は，個人を基
礎とした，機会の平等を保障する従来型の権利
概念と異なる,性格のものであった。最高裁が，
集団を基礎として一定の結果を保障しようとす
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為が特定されていること，②その差別が存在し
ていたことを示す証拠が必要である，という前
提条件を満たさなければならない。しかし最高
裁の結論によれば，州議会でそのような議論が
行われたり，人種差別の証拠が提出された記録
もなかった。司法省からの要求を入れてマイノ
リティ多数選挙区を作成した場合，最高裁は，
過去の差別の救済は，厳格審査基準に適う非常
に重要な利益とはならない，としたのである('5)。
３．マイノリティ多数選挙区を支持した
諸判決
以上のように，最高裁は州側が示した抗弁を
拒否し，厳格審査を適用してマイノリティ多数
選挙区を違憲と判示する，という流れが形成さ
れてきた。その一方で，最高裁は，次の２つの
事件において，例外的に，マイノリテイ多数選
挙区を合憲とした。
最大化しようとしていたが，同時に，選挙区の
形についてできるだけまとまりの良いものにし
ようと努力して作られた。州最高裁は，その区
割り案を，投票権法の要請と伝統的な区割り原
則に十分配慮したものと認めた('7)。しかしカ
リフォルニア州の有権者は連邦裁判所に訴訟を
提起し，この区割りが人種を意識したもので，
Shaw判決に従って合衆国憲法修正14条に違反
すると主張した。
地裁は，本件の区割り案は，確かに人種を意
識したものであると認めつつも，選挙区の形の
まとまりなど，伝統的な区割り原則にも配慮し
ているとして，本件をＳｈａｗ判決と区別した。
また，本件において仮に厳格審査を用いたとし
ても，本件区割り案は，非常に重要な州の利益
の達成に密接に結びつけられたものであり合憲
であると判示した('8)。この判決はそのまま連
邦最高裁によって受け入れられた('9)。この最
高裁判決は何の意見も示していないので，先例
としての価値は不確定である。しかし，少なく
とも，Ｓｈａｗ判決以降，そして後のMiller判
決が下されたのと同じ曰に，人種的ゲリマンダ
リング訴訟において，最高裁が初めて合憲の結
論を承認したものとして注目されよう(２０)。
3.1ＤｅＷｉｔｔｖ・Wilson判決
マイノリティ多数選挙区を結論において支持
した判決として，カリフォルニア州の区割りが
問題となったDeWittv・Wilson判決('6)をあげ
ることができる。1990年の国勢調査の結果を受
けて，同州の区割り案を改定する必要が生じた
が，結局1991年９月に，州知事は拒否権を行使
して区割り案を承認しなかった。同州最高裁
は，州議会では区割り案の作成は不可能であ
り，また1992年に実施予定の選挙に問に合わせ
る必要があることから，区割り案を作成するた
めの特別補助裁判官（specialmaster）を任命
した。同州の郡の一部は，投票権法５条の適用
を受ける地域であり，また州憲法は区割りにお
いて，飛び地の選挙区を作らないことと，でき
る限り郡や市などの地理的なまとまりに配慮す
ることなどを定めていた。特別補助裁判官は，
数回の公聴会を開いた後に，投票権法の要請と
州憲法の規定に配慮しながら区割り案を作成し
た。その区割り案は，司法長官からの事前承認
を得るために，マイノリテイ多数選挙区の数を
3.2Ｋｉｎｇｖ、IllinoisStateBoardofEIectio、
判決
マイノリティ多数選挙区が合憲となったもの
について，さらにＫｉｎｇvlllinoisStateBoard
ofElection判決(21)をあげる。これはイリノイ
州での区割りをめぐる事案である。1990年の国
勢調査の結果に従って，同州は区割りを改定す
ることになったがその作業が行われなかったた
めに，1991年11月に連邦裁判所が区割りを行っ
た。その区割り案は３つの黒人多数選挙区と，
同州の歴史上初めてヒスパニック系が多数とな
る選挙区（第４選挙区）を作成した(22)。その
区割りのもとで２回の選挙が行われ，いずれも
ヒスパニック系候補者が当選を果たした。しか
し'995年になるとこの第４選挙区の住民が，当
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該選挙区は人種を最重要の基準にして作成され
たものであり，修正14条違反であるという訴訟
を連邦裁判所に提起した。
地裁は，この選挙区が作成された経緯を検討
した。まず，Ｓｈａｗ判決やMiller判決におい
て述べられた基準を念頭に置いた上で，区割り
において人種という指標がどのような役割を果
たしたか，また共通利益を持つコミュニティや
行政区分の尊重などの基準と人種という指標が
どのような関係にあったのかが重要であると再
確認した。その上で，①この選挙区を作成した
連邦裁判所は，当初からヒスパニック系が多数
となる選挙区を作成する必要があると強く感じ
ていたこと，②当該選挙区の形が耳あての形に
も似た，奇妙なものであること，③区割りにお
ける他の要素に配慮した形跡が見あたらないこ
と，を理由に，区割りにおいては人種が最重要
の基準であり厳格審査が適用されると明言し
た(23)。しかし，さらに，①２回の選挙で２回
ともヒスパニック系候補者が当選した事実や専
門家証人の証言を考えると，やはりこの地域に
はGingles判決が問題にするような人種的投票
力の希釈（すなわち，投票権法２条違反）が現
在でもなお存在している，②本件区割りが救済
しようとする差別は明確に特定されているの
で，投票権法違反を回避することが州にとって
非常に重要な利益になる，③選挙区の形は奇妙
であるが，共通利益を持つ地域を分断しないよ
うにしているなど，区割り案の作成に当たって
救済権限の逸脱はなかったと認定し，第４選挙
区は合憲であると結論した(24)。
後に原告は上訴し，最高裁は，意見なしで，
ShawII判決，Ｂｕｓｈｖ・Verａ判決に照らして
再検討するよう地裁に差戻した(25)。ShawII判
決やＢｕｓｈ判決は，投票権法を遵守することが
厳格審査にも適う非常に重要な利益になるかど
うかについて，見解が別れていた。しかし，地
裁は，両最高裁判決の反対意見，さらにＢｕｓｈ
判決の相対多数意見も，２条ａ項違反の回避
が非常に重要な利益になるとしていたことを指
摘。さらに，本件に関して，救済の対象となっ
ていた過去の差別が明確に特定されていたこ
と，当該選挙区はヒスパニック系有権者に対す
る差別の程度に比例した救済であることを重視
して，再び合憲と結論した(26)。この判決は上
訴されたが，今度は最高裁も，意見なしで肯認
した(27)。
3.3ＬａｗｙｅｒとCromartie判決
DeWitt判決と，King判決は，厳格審査を
適用されながらもマイノリティ多数選挙区が合
憲の判決を得た数少ない事例である(28)。一方，
厳格審査は適用されなかったがマイノリテイに
有利な結論を得た判決はこの他にも存在する。
例えば，LawyervDepartmentofJustice判
決は，フロリダ州議会が適切な区割りを行えな
かったために，裁判所が作成したマイノリテイ
多数選挙区を含む区割りの合憲｣性が争われた事
例である。ただし，この事件では厳格審査の適
用については論じられておらず，本来州議会が
作成するべき区割りを裁判所が作成することの
是非が取り上げられたに過ぎない。その問題と
て，当事者間で合意されている以上問題はな
い，という形であっさりと処理された(29)。
他方，Easleyv・Cromartie判決はこれまで
の合憲判決とはやや事情が異なる。これは，
Shawll判決を受けて改定されたノースキャロ
ライナ州の区割りが，再び人種的ゲリマンダリ
ングの訴訟を提起されたものである。第12選挙
区は，黒人有権者の割合を57％から47％まで減
少させられ，形も以前のものほど奇妙ではなく
なったが，それでも大体の特徴は前と同じであ
った。地裁は，選挙区の形や有権者登録を示す
データなどをもとに，違憲の人種的ゲリマンダ
リングであるという略式判決（summaryjudg
ment）を下したが，最高裁は，区割りにおけ
る州の真の動機を明らかにするべく差戻し
た(３０)。地裁は証拠開示手続きを進め，再び違
憲判決を下したが，最高裁は，地裁判決を破棄
し，今度は合憲の結論を得た(31)。ここで重要
｢合憲の」人種的ゲリマン`ワリンケを定義する７９
もらえない以上，州としてはこの要請をいれる
しかなかった。区割り案の真の作成者は実質的
には連邦司法省と言える状態であった(35)。最
高裁は，司法省による投票権法５条の適用範囲
の拡大を支持しつつも(36)，マイノリティ多数
選挙区の増設の根拠とすることはＳｈａｗ以降
の判決によって拒否し，本来州の領域とされて
いた区割りの具体的内容にまで司法省が関与す
ることに歯止めをかける結果になった(37)。こ
のことは，連邦制度の趣旨からすると一定の評
価をすることは可能であるように思われる。区
割りの作成について第一に責任を負っているの
は州であり，どのような区割りを行うべきかに
ついての判断は，断然，州の専権事項だからで
ある。連邦制度を採用する合衆国では，伝統的
に，連邦政府の権限は合衆国憲法に定められた
限定的なものとされており，連邦の政府機関
が，州の管轄する領域に干渉することは好まれ
ない(38)。
だったのは，黒人で民主党を支持する者の95％
以上が，実際に投票所で民主党候補者に投票す
るという事実である(32)。白人で民主党を支持
する者がしばしば実際には共和党候補者に投票
するという事実とあわせて考慮すると，民主党
優位の選挙区を作成するために黒人を選挙区の
中に含める行為は憲法違反にはならないとされ
たのである。
4．検討
Ｓｈａｗ判決は，1990年代の人種的ゲリマンダ
リング訴訟の口火を切る判決だった。その舞台
となったノースキャロライナ州において，
Cromartie判決によって，８年間かけてつい
に，マイノリテイを優遇する選挙区が合憲の結
論を得た。Cromartie判決がＳｈａｗ判決の先
例変更をしたのかどうかについては様々な理解
があり得る(33)。しかし，先例との整合`性に関
する議論に加えて，この判決が注目に値するの
は，逆に言えばＫｉｎｇ判決が厳格審査をパスし
て合憲の判決を得ながら－最高裁の結論に意
見が付されなかったことを差し引いたとしても
－大した注目を集めなかったのは，区割りの
主体に関わる部分が大きいと思われる。以下で
は，誰がどのように区割りを行ったか，につい
て検討しつつ，合憲の結果を得た事例の特徴を
まとめる。
4.2政治的考慮と区割り
他方，司法省の要請とは異なる，政治的考慮
(典型的には現職の保護）や，伝統的区割り原
則への配慮を加味した区割りは合憲の結論を得
た。その理由としては，これまでの検討から次
の３点が考えられる。
4.2.1何が区割りを決めたのか
第一に，現職議員を保護するような形の区割
りを作成することは，一般に，憲法上問題には
ならない。また，党派のバランスに配慮しつつ
区割りを行うこと，いわゆる党派的ゲリマンダ
リング（partisangerrymandering）も，そう
した行為が選挙制度本来の趣旨を無に帰してし
まうほど，あるグループが支配権を握る状態が
長期にわたって維持される場合でない限り，合
憲であるとされる(39)。従って，１人１票の原
則を遵守しつつ現職保護を達成するような区割
りを作成することは，正当な州の利益の一部を
構成する。
第二に，政党支持と人種がしばしば重なり合
4.1司法省への牽制としての違憲判決
最高裁は，Ｓｈａｗ,Miller，Shawll，Bush判
決において，違憲判決を出し続けてきた。司法
長官は，区割りの改正がマイノリテイに差別的
なものとなっていないかを審査した上で事前承
認を与えるが，この審査の際に，司法長官は，
投票力の希釈を禁じる投票権法２条における審
査基準を援用していたとされる(34)。すなわち，
マイノリティの投票力の希釈を防止するために
は，マイノリティ多数選挙区の増設が必要であ
るから，増設を行わない限り区割り案は承認さ
れない。事前承認を得なければ区割りを認めて
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体が政治の駆け引きを反映したものとなるの１ｔ
避けられない。
本稿が挙げた３つの事件では，裁判所は自ら
区割り案を作成し，そのどれも，マイノリティ
多数選挙区を合憲と判示している。ここでは，
区割りの主導権に関する「議会と裁判所」の対，
立ではなく，「州と連邦司法省」の対立と理解Ｉ
すると，３つの判決全てが，結論として州が採’
用したものを支持していることがわかる。連邦’
司法省の要求に従うために州がマイノリテイ多’
数選挙区を作成した場合は違憲と判示され，
(Shaw，Miller，Ｂｕｓｈ判決)，司法省の要請と
は無関係に裁判所が作成したり（DeWitt，
Ｋｉｎｇ判決)，州が自発的に同意した区割り
(Lawyer，Cromartie判決）については合懲｜
の結論を得ている(42)。特に，Cromartie判決’
は，純粋に州が行ったマイノリテイを優遇する
区割りで，初めて合憲の結論を得たものであ
る。これらの最大公約数をまとめるとするなら，
ば以下のようになろう。すなわち，議会が自発，
的に作成，あるいは裁判所の案に同意したもの
については，連邦裁判所は，敢えてそれらに口’
出しをせず，原則，マイノリティ多数選挙区を
含む区割り案は合憲との結論を得るのである０
うことである。例えば，Cromartie判決で見
られたように，人種的マイノリテイを優遇する
選挙区なのか，あるいは民主党候補のための区
割りなのかは外見だけでは判断できない。従っ
て，区割りの主たる動機，あるいは妥協できな
い利益は何だったのかを事案毎に検証すること
によって，裁判所が合憲の結論を得る可能性が
出てくる。
第三に，選挙区の形が憲法判断において１つ
の指標となっていることである。現職の保護
(政党支持の分布への配慮）と人種という異な
る要素を考慮しつつ作成された選挙区の形は，
しばしば，伝統的な区割りの原則を軽視，ある
いは無視する。すなわち，選挙区の外観におけ
るまとまりの良さや，市や投票区の境界線を尊
重し，１つの行政単位をできる限り分断しない
ようにする，といった配慮を完全に無視したも
のとなる。原則論としては，選挙区の形に関す
る合衆国憲法上の規定は存在せず，その州や自
治体が法律で特に定めない限り，どのような形
の選挙区を作成しようと法的な問題はな
い(４０)。しかしながら奇妙な形の選挙区は，コ
ミュニティの一体感を損ねるし，特に州議会選
挙や市議会選挙のような規模で観ると，コミュ
ニティ単位でローカルな利益が存在するから，
元からあった行政区分やコミュニティを完全に
無視することによって弊害がうまれる可能性は
否定できず，場合によっては投票権法２条違反
となる(41)。換言すれば，共通利益を持つコミ
ュニティを考慮したり，伝統的区割り原則に配
慮した区割りは合憲の結論を得る可能性が高ま
る。DeWitt判決はこの理解に合致している。
4.2.2誰が区割りを決めたのか
DeWitt，King，Lawyer判決の区割りを行
ったのは，裁判所であった。どの事例において
も，州議会が一度区割り案を作成したが，結果
的にそれが採用されず，議会に任せていては事
態が解決しないと考えられた。区割り案の作成
権限は州議会にあるとは言え，区割り次第で当
落が大きく左右される以上，区割り行為それ白
おわりに
本稿では，事前承認制度を盾として連邦司法
省がマイノリティ多数選挙区の作成を迫った場
合，最高裁は，司法省が投票権法５条の理解を
誤ったものとして違憲判決を下す一方で，州が
自発的に作成した区割り案，あるいは裁判所が
不偏不党の立場で作成した区割り案について
は，それらを合憲とするという結論を得た。ま
た，最高裁が示したところによれば，この結論
は，区割り案がマイノリテイに有利か不利かに
関係がない(43)。州議会が，連邦司法省の圧力
を受けることなく，また裁判所の助けを借りず
に区割り案を作成した場合は，憲法上，あるい
は投票権法上の問題がない限り，その区割りは
支持されてきた。連邦裁判所が区割りに関与で
！ 
｢合憲の」人種的ゲリマンダリングを定義する８１
きるのは，州議会や州裁判所が適切な行動をと
らない場合に限定されている(")。
なお，近時，現職保護などの，政治的考慮に
よって区割りを行うことを，独禁法上の市場分
割協定と同様にとらえて問題視する論調が見ら
れる(45)。かつて選挙区間の人口の不均衡を州
議会が是正せず，また有権者にそれを是正する
手段がない場合，区割りを行う州の権限と衝突
することを懸念しながらも，連邦裁判所は，有
権者の投票権を実効ならしめるために，区割り
の問題に介入した(46)。独禁法の議論に倣うな
らば，州議会が区割り案を作成できない場合を
｢市場の失敗(marketfailure)」と見て，有権者
のために「消費者厚生（consumerwelfare)」
の考えに基づき裁判所が介入すると言える。大
筋では，現在の最高裁の判例理論とも整合して
おり，今後の議論の発展が待たれるところであ
る(47)。
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